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せて「国家j の行う人権教育をモニターするため「国内人権機関J (憲法に根拠を持ち、 3 権から独立した機関)が
設置され、さらにここが軍隊・警察等の法執行者の人権教育も行うようになった。
また、国内人権機関にとどまらず、フィリピンでは「市民社会組織J である NGO が、圏内法が市民の人権を擁護
するために機能しなくなった戒厳令時代から「国際人権レジーム」の原則を使い運動を展開してきた歴史があり、今
日でも、国際社会における人権の議論や新たな考え方を国内で普及させる役割を果たしている。これは、世界にネッ
トワークのあるキリスト教会をバックグラウンドにもつ NGO が多いこと、アメリカ領有時代の教育政策によって英
語が浸透し、フィリピンの市民社会が国際社会の情報を受容しやすい条件を持つことにもよる。
さらに、グローバル化の進展とともに、国境を越える人権侵害(多国籍企業の操業、輸出加工区の拡大、移住労働
者の増加などから顕在化する諸問題)の増加が、さらにフィリピン人の直面する人権問題の解決における、国際人権
基準の重要性を高めている。このような、市民社会の運動と、新たな国内人権機関の働きとが、フィリピンの人権教
育における、 「国際人権レジーム」の原則や基準の影響力を強化している。
論文審査の結果の要旨
本論文は、ポスト冷戦期における国際人権レジーム、および市民社会の台頭をうけて、国家が人権教育において果
たす役割が変化しつつあることに着目し、これら 3 つのアクターのダイナミックな関係性が顕著に見られるフィリピ
ンの人権教育に焦点をあてて、その関係性を詳細に分析している。この論文のポイントは、ポスト冷戦時代の政治力
学を分析する理論的枠組みを人権教育の領域に適用し、それをフィリピンという国家的文脈で具体的に検証した点に
ある。従来の人権教育の研究は、国連の人権関連諸文書をレビューしたり、国や地域ごとの人権教育の特徴を分析し
たり、人権教育の新しい教材や手法を紹介したり、人権意識の成長を発達段階に即して論じるものが多かったが、本
論文においては、人権教育の力学をめぐる 3 つのアクターの関係性を論じるうえで、国際法学や国際政治学の領域に
も目配りをしながら考察を行っている点に特徴があり、今後の人権教育の理論的研究に向けた新たなアプローチの可
能性を示している。また、フィリピンにおいて国際的な人権基準が浸透しやすかった背景について考察するとともに、
今後のフィリピンにおける人権教育の進展をめぐる課題を具体的に論じており、日本をはじめとする各国の人権教育
研究に貴重な示唆を与えている。
人権教育の分析に適用したユニークな枠組み、および現地におけるインタビュー調査や資料収集活動を通じてフィ
円。
リピンの人権教育のリアリティを生き生きと描き出すことに成功している点など、申請者は本論文においてきわめて
オリジナリティの高い研究の知見を巧みに描き出しており、人権教育の研究者や実践者にとって今後共通の検証軸と
して有効に活用しうる斬新な議論を提示している。以上の理由から、本論文は博士(人間科学)の学位授与にふさわ
しいものと判定する。
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